
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

〇補助事業者の公募結果について（資源エネルギー庁ホームページ）
http://www.enecho.meti.go.jp/info/tender/tenddata/1303/130301a/130301a.htm

○25年3月時点で事業執行団体へ80億円交付決定。（間接補助）
○26年3月末までに、総額106億の事業を実施。

→指標：事業執行団体への交付決定額、事業執行団体からの交付決定額

○本事業により、212億円の経済効果（生産誘発額）を見込む。（産業連関表により試算）

○大規模災害時に、被災地等へ石油製品を迅速かつ安定的に供給するための体制整備
　→指標：26年3月末までに、各地域の石油供給網の拠点となる石油基地30カ所程度で非常用電源等の必要最低限
度の災害対応能力を強化し、全国的に石油流通網の安定供給体制が構築される。

3月1日　執行団体を決定。

3月19日～　執行団体による公募開始

3月下旬以降随時　執行団体による交付決定（４月４日交付決定）

実施方法 　□直接実施　　□委託・請負　　■補助金　　□負担金　　□交付金　　□貸付金　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

1月から石油業界に事業の目的・内容等を説明している。

平成24年度補正予算額 80.1億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

大規模災害時にも被災地等へ石油製品を迅速かつ安定的に供給する体制を整備するため、各地域の石油基地にお
いて、非常用電源・ドラム缶出荷設備・衛星電話等の導入、耐震・防水対策、大型船による効率的入出荷を可能にす
る設備の導入、石油会社・油槽所・ローリー事業者等の間での在庫情報共有システムの構築、BCPの実効性向上等
に係る費用を石油会社に対して支援する。

対策における施策の名称 災害時等石油製品供給・利用インフラ等整備事業等

（事業名） 地域石油サプライチェーン強靭化事業 新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①） （２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備

担当課 石油精製備蓄課

対策の柱立て（小区分②）

事業番号 78

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（経済産業省）

対策の柱立て（大区分） Ⅰ．復興・防災対策

担当部局 資源エネルギー庁

対策の柱立て（中区分）
２．事前防災・減災のための国土強靭（じん）化の推進、災害への対応体
制の強化等

国 

民間団体 

民間企業 

【進捗ステップのイメージ図】 

執行団体決定（3月1日） 

交付決定（3月下旬以降随時）    


